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日本石鹸洗剤工業会のコミュニケーション推進活動 

日本石鹸洗剤工業会（会長:中嶋宏元 ㈱ADEKA代表取締役会長 兼 CEO）では、次のような活動
を通じて、石鹸洗剤の安全性・環境適応性に関するコミュニケーション活動を行っています。 

 

化学物質に関するリスクコミュニケーション 

２００３年７月スタートしました「もっと良く知ってほしい洗剤」セミナーを発展させ、２００７年か

らは、より広い対象に化学物質の安全性について JSDA クリーンセミナーを開催しています。今年

度は、独立行政法人などで化学物質の安全性に関わる専門家に、“安全”をやさしく、わかりやす

く解説していただき、“化学物質”という言葉に嫌悪感を持つのではなく、“適正に使えば安全で

ある”ことを知っていただくことに焦点をあて、「化学物質と安全シリーズ」として８月より４回

シリーズで開始いたしました。 

第一回は、８月２８日に、製品評価技術基盤機構(NITE)化学物質管理センターの坂口正之所長に、
「安心・安全とは？」と題して講演をお願いしました。天然物や化学物質のリスク評価の基本と

リスクに基づく管理について、例をあげながらわかりやすく解説していただきました。 

第二回（１０月２４日）は、財団法人 残留農薬研究所 毒性研究部の青山博昭副部長に、「安全はど

うやって確かめるの？」と題して講演をお願いしました。有害性評価やリスク管理の現場で見ら

れる様々な誤りを例にあげて、なぜそのような誤解や失敗が引き起こされるのかを具体的に説明

していただきました。 

第三回は、来年１月２３日に、社団法人環境情報科学センターの方に、化学物質のハザードリ

スクを伝える時の課題や解決策について、これまでの現場での知見を踏まえてお話いただき

ます。申込み方法は、JSDAホームページに１２月下旬より掲載予定です。 

 大手生協では、洗剤に関する最新のリスク評価結果を基に洗剤の取り扱いをはじめるところ

が出てきています。当工業会では、生協からの依頼を受け、生協の専門委員会などに安全性の専

門家を派遣して、技術的情報の提供や生協内でのリスクコミュニケーションに協力しています。 

 

地方自治体との情報交換 
当工業会では、科学的根拠がなく、現在の社会状況や法改正にそぐわないまま｢合成洗剤対策｣

や｢石鹸推進｣を条例･要綱･要領で継続している自治体に対して廃止要請を行っています。昨年１１

月に公開質問状を送付した４つの自治体につきましては、次のような経過です。 

神奈川県からは、２００７年５月に、「洗剤対策推進方針」の見直しの必要性について検討するとい

う前向きな回答を得ています。千葉県･我孫子市からは回答はありませんが、前述のセミナーに、

毎回関係者の出席をいただいており、今後も情報交換に向けて注力していきます。京都府からは、

｢回答まで、もう少し時間をいただきたい｣との連絡があり、進展には時間が必要な様子です。神奈

川県･藤沢市は、２００７年３月末で「藤沢市石けん推進協議会設置要綱」を廃止しました。 
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